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1. 平成27年3月期第1四半期の連結業績（平成26年4月1日～平成26年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年3月期第1四半期 15,338 3.1 1,303 34.2 1,299 18.6 793 24.9
26年3月期第1四半期 14,877 11.2 971 0.6 1,095 26.2 635 226.7

（注）包括利益 27年3月期第1四半期 1,100百万円 （4.0％） 26年3月期第1四半期 1,057百万円 （798.5％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

27年3月期第1四半期 16.10 ―
26年3月期第1四半期 12.80 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

27年3月期第1四半期 83,095 61,137 73.4 1,238.15
26年3月期 84,557 61,995 73.2 1,255.50
（参考）自己資本 27年3月期第1四半期 61,032百万円 26年3月期 61,889百万円

2. 配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無  

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年3月期 ― ― ― 36.00 36.00
27年3月期 ―
27年3月期（予想） ― ― 36.00 36.00

3. 平成27年 3月期の連結業績予想（平成26年 4月1日～平成27年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 30,700 0.1 2,300 5.2 2,400 6.5 1,450 1.5 29.36
通期 65,000 0.3 5,200 13.5 5,360 11.1 3,100 10.3 62.76

s2105017
新規スタンプ



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有 

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、四半期連結財務諸表に対
する四半期レビュー手続が実施中です。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料８ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの将来予測情報に関
する説明」をご覧ください。 

※ 注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 27年3月期1Q 50,500,626 株 26年3月期 50,500,626 株
② 期末自己株式数 27年3月期1Q 1,206,987 株 26年3月期 1,205,864 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年3月期1Q 49,294,147 株 26年3月期1Q 49,670,744 株
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 [定性的情報・財務諸表等] 

１．当四半期決算に関する定性的情報 

(1)経営成績に関する説明 

①第１四半期連結累計期間の全社業績                          （単位：百万円、％） 

前年同期比 
 

当第１四半期 

（平成 27年 3 月期） 

前第１四半期 

（平成 26年 3 月期） 増減額 増減率 

売上高 15,338 14,877 ＋461 ＋3.1

営業利益 1,303 971 ＋332 ＋34.2

経常利益 1,299 1,095 ＋204 ＋18.6

四半期純利益 793 635 ＋158 ＋24.9

１株当たり四半期純利益 16.10 12.80 円 3.30 円 ―

営業利益率 8.5 6.5 ＋2.0 ポイント 

 

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策や金融政策により、企業業績の改善や所得

環境の好転など緩やかな景気回復が見られた一方で、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動減や新設住宅

着工戸数の減少が当社事業に影響を与えることとなりました。 

海外では、米国における良好な住宅市況に加え、欧州経済の緩やかな成長が当社業績を後押しする結果となり

ましたが、アジア新興国では通貨下落や政情不安が継続するなど、依然として先行き不透明な状況となりました。 

 

このような状況の下で当社グループは、『１．収益力の強化、２．成長事業の確立、３．自ら考え、行動を起こ

す』を当期の経営方針として掲げ、収益を生み出す企業体質への変革を目指してまいりました。また、「現場」「現

物」「現実」の三現主義を全社・全組織において実践し、顧客の問題・課題を解決することで顧客価値を高め、企

業価値を高めてまいりました。 

  

オフィス機器部門は、国内オフィス機器事業において駆け込み需要の反動による影響を受けましたが、オート

ステープラ事業が寄与し、前年同期水準の売上高を確保しました。インダストリアル機器部門では、住環境機器

事業における換気システムの販売が好調だったことにより、増収となりました。ＨＣＲ機器部門では、新製品の

拡販が一段落した歩行器の出荷が減少しましたが、主力である車いすの販売が回復し、前年同期水準の売上高と

なりました。 

 

  この結果、売上高は 153 億３千８百万円(前年同期比 3.1％の増収)、営業利益は 13 億３百万円(同 34.2％の増

益)となりました。経常利益は、12億９千９百万円(同18.6％の増益)、四半期純利益は７億９千３百万円(同24.9％

の増益)となりました。 
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四半期売上高推移

四半期利益推移 
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②第１四半期連結累計期間の部門別業績   

『オフィス機器部門』                              （単位：百万円、％） 

前年同期比  当第１四半期 

（平成 27年 3 月期） 

前第１四半期 

（平成 26年 3 月期） 増減額 増減率 

売上高 5,346 5,378 △31 △0.6 

営業利益 1,084 1,124 △39 △3.5 

営業利益率 20.3 20.9 △0.6 ポイント 

 

オフィス機器部門の当第１四半期は、売上高53億４千６百万円（前年同期比0.6％の減収）、営業利益は10億８

千４百万円（同3.5％の減益）、営業利益率は20.3％となりました。 

 

「国内オフィス事業」では、ハンディホッチキス「バイモ11シリーズ」、「サクリシリーズ」ならびに紙素材の

消耗品を用いた紙針ホッチキス「Ｐ－ＫＩＳＳ」といった高機能・高単価商品の拡販に努めましたが、消費税率

引き上げに伴う駆け込み需要の反動減により、事業全体で減収となりました。 

 

「海外オフィス事業」は、主力のアジア市場において通貨下落や政情不安が継続したことにより、ホッチキス

の販売が停滞しましたが、当第１四半期からLighthouse(UK) Holdco Limitedを連結子会社化したことで、同社の

表示作成機「ビーポップ」の売上高が純増となり、事業全体で増収となりました。 

 

「オートステープラ事業」は、複写機市場の回復を受け、前年同期水準の売上高となりました。 
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『インダストリアル機器部門』                       （単位：百万円、％） 

前年同期比  当第１四半期 

（平成 27年 3 月期） 

前第１四半期 

（平成 26年 3 月期） 増減額 増減率 

売上高 9,104 8,596 ＋507 ＋5.9 

営業利益 234 △87 ＋321 ― 

営業利益率 2.6 △1.0 ＋3.6 ポイント 

 

インダストリアル機器部門の当第１四半期は、売上高91億４百万円（前年同期比5.9％の増収）、営業利益は２

億３千４百万円、営業利益率は2.6％となりました。 

 

「国内機工品事業」は、複数市場で拡販を進めたコンクリート構造物向け工具の販売が好調に推移しましたが、

新設住宅着工戸数の減少に伴い、主力の高圧釘打機、エアコンプレッサなどの木造建築用工具や消耗品の販売が

減少した結果、事業全体で減収となりました。 

 

「海外機工品事業」は、米国における景気回復を背景に、北米市場における販売が好調に推移しました。また、

新規ディーラーの設置が進んだことでコンクリート構造物向け工具の売上高が伸長し、事業全体で増収となりま

した。 

 

「住環境機器事業」は、主力の浴室暖房換気乾燥機ならびに新製品である換気システムの販売が好調に推移し

た結果、増収となりました。 
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『ＨＣＲ機器部門』                              （単位：百万円、％） 

前年同期比  当第１四半期 

（平成 27年 3 月期） 

前第１四半期 

（平成 26年 3 月期） 増減額 増減率 

売上高 887 902 △14 △1.6 

営業利益 △15 △65 ＋50 ― 

営業利益率 △1.8 △7.3 ＋5.5 ポイント 

 

ＨＣＲ機器部門の当第１四半期は、売上高８億８千７百万円（前年同期比1.6％の減収）、営業利益は△１千５

百万円となりました。 

 

新製品の拡販が一段落したことにより歩行器の出荷が減少となりましたが、主力である車いすの販売が増加し、

前年同期水準の売上高となりました。 
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(2)財政状態に関する説明 

連結貸借対照表 要約                             （単位：百万円、％） 

前連結会計年度末期比 
 

当第１四半期連結会計期間

(平成26年6月30日) 

前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 増減額 増減率 

総資産 83,095 84,557 △1,462 △1.7

純資産 61,137 61,995 △858 △1.4

自己資本比率 73.4 73.2 ＋0.2ポイント 

 

資産の部は、前連結会計年度末に比べ、14 億６千２百万円減少し、830 億９千５百万円となりました。流

動資産については、有価証券が９億２百万円増加しましたが、受取手形及び売掛金が 20 億２千３百万円減

少したことなどにより、10 億２千１百万円減少しました。固定資産については、無形固定資産が７億６千

７百万円増加しましたが、投資有価証券が 11 億４千４百万円減少したことなどにより、４億４千万円減少

しました。 

 

負債の部は、前連結会計年度末に比べ、６億４百万円減少し、219 億５千７百万円となりました。流動負

債については、未払法人税等が３億３千８百万円、賞与引当金が８億６百万円減少したことなどにより、８

億３千万円減少しました。固定負債は、退職給付に係る負債が２億８百万円増加したことなどにより、２億

２千６百万円増加しました。 

 

純資産の部は、前連結会計年度末に比べ８億５千８百万円減少し、611 億３千７百万円となりました。株

主資本は、主に四半期純利益が７億９千３百万円ありましたが、配当金の支払 17 億７千４百万円等があっ

たため、11億６千４百万円減少しました。 

 

キャッシュ・フローの状況の分析 

当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という｡)の残高は、前連結会計年度

に比べ６億８千８百万円減少しましたが、連結の範囲の変更に伴う資金の増減額が５億３千１百万円増加した

ことにより、108 億６千９百万円となりました。 

   当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は、17 億２千１百万円となりました。主な

内訳は税金等調整前四半期純利益が 12 億５千８百万円、減価償却費が４億５千７百万円、売上債権の増減額

が 20 億２千７百万円、一方で主な減少は、賞与引当金の増減額が８億６百万円、法人税等の支払額が８億５

千８百万円です。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は、８億３千万円となりました。主な内訳

は、有価証券及び投資有価証券の取得による支出が 14 億３千７百万円、有形固定資産の取得による支出が

２億４千９百万円、一方で、主な増加は、有価証券及び投資有価証券の売却及び償還による収入が６億円で

す。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第１四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は、15 億４千１百万円となりました。主な

内訳は、配当金の支払額が 14 億８千１百万円です。 
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(3)連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

国内や米国経済は堅調に推移する見通しではありますが、国内新設住宅着工戸数の減少やアジア新興国の成長

鈍化など当社グループを取り巻く環境は依然として不透明な状況にあります。 

このような状況下で、収益を生み出す企業体質への変革を目指し、①全社コストの削減と工場再編②各事業に

おける収益改善の加速③海外事業拡大と買収した Lighthouse(UK) Holdco Limited の活用を進めることで収益の

拡大に取り組んでおり、現時点において事業収益は堅調に推移しております。 

このような状況を鑑み、平成 26 年４月 25 日に公表した平成 27 年３月期連結業績予想について変更はありませ

ん。 

 

配当の状況 

当社の配当政策は、連結決算を基準に｢配当性向 40％を下限とし、純資産配当率 2.5％を目指す｣を基本方針と

しています。 

当期は、先行き不透明な経済環境や為替動向などが当社業績に対し影響を及ぼす可能性がありますが、事業収

益は堅調に推移しており、財務状況などを総合的に勘案して、前期と同様の「１株当たり年間配当金 36 円」とす

る予定です。 
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項 

(1)当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

なお、特定子会社の異動には該当しておりませんが、重要性が増したことに伴い、当第１四半期連結会計期間

より、Lighthouse(UK) Holdco Limited 及び Lighthouse(UK) Limited を連結の範囲に含めております。 

 

(2)四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

（税金費用の計算） 

税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 

(3)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

会計方針の変更 

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号 平成 24 年５月 17 日。以下「退職給付会計基準」と

いう。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 25 号 平成 24 年５月 17 日。

以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第 35 項本文及び退職給付適用指針第 67 項本文に掲

げられた定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、

退職給付見込額の期間帰属方法を給付算定式基準とし、割引額の決定方法を、退職給付の支払見込期間及び支

払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更しております。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第 37 項に定める経過的な取扱いに従って、当第

１四半期連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余

金に加減しております。 

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が２億８千２百万円増加し、利益剰余金

が１億８千２百万円減少しております。また、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調

整前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 
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３．四半期連結財務諸表 

（１）四半期連結貸借対照表 

   

  

  
  

                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 11,025 10,869 

    受取手形及び売掛金 14,595 12,572 

    有価証券 3,611 4,514 

    商品及び製品 4,592 5,236 

    仕掛品 1,058 887 

    原材料 2,043 1,998 

    その他 1,993 1,819 

    貸倒引当金 △3 △3 

    流動資産合計 38,916 37,894 

  固定資産     

    有形固定資産 17,586 17,534 

    無形固定資産 254 1,022 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 22,317 21,172 

      その他 5,491 5,480 

      貸倒引当金 △9 △9 

      投資その他の資産合計 27,799 26,644 

    固定資産合計 45,641 45,200 

  資産合計 84,557 83,095 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形及び買掛金 4,228 4,026 

    短期借入金 1,850 1,850 

    未払法人税等 932 593 

    賞与引当金 1,428 621 

    役員賞与引当金 41 9 

    その他 3,217 3,766 

    流動負債合計 11,698 10,867 

  固定負債     

    長期借入金 150 150 

    役員退職慰労引当金 125 139 

    退職給付に係る負債 9,536 9,744 

    資産除去債務 27 27 

    負ののれん 37 36 

    その他 987 993 

    固定負債合計 10,863 11,090 

  負債合計 22,562 21,957 
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                      (単位：百万円) 

                    
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成26年６月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 12,367 12,367 

    資本剰余金 10,517 10,517 

    利益剰余金 42,828 41,664 

    自己株式 △1,423 △1,424 

    株主資本合計 64,290 63,126 

  その他の包括利益累計額     

    その他有価証券評価差額金 583 895 

    土地再評価差額金 △1,364 △1,364 

    為替換算調整勘定 279 183 

    退職給付に係る調整累計額 △1,899 △1,808 

    その他の包括利益累計額合計 △2,401 △2,093 

  少数株主持分 105 104 

  純資産合計 61,995 61,137 

負債純資産合計 84,557 83,095 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 

四半期連結損益計算書 

第１四半期連結累計期間 

   

 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

売上高 14,877 15,338 

売上原価 9,212 9,422 

売上総利益 5,665 5,916 

販売費及び一般管理費     

  給料 1,396 1,430 

  賞与引当金繰入額 358 368 

  役員賞与引当金繰入額 9 9 

  退職給付費用 365 248 

  役員退職慰労引当金繰入額 13 13 

  荷造及び発送費 435 459 

  販売促進費 311 278 

  減価償却費 157 160 

  その他 1,645 1,644 

  販売費及び一般管理費合計 4,693 4,612 

営業利益 971 1,303 

営業外収益     

  受取利息 29 25 

  受取配当金 45 50 

  負ののれん償却額 1 1 

  為替差益 62 － 

  その他 22 23 

  営業外収益合計 161 101 

営業外費用     

  支払利息 10 10 

  租税公課 4 10 

  為替差損 － 71 

  その他 22 12 

  営業外費用合計 37 105 

経常利益 1,095 1,299 

特別利益     

  投資有価証券売却益 26 － 

  負ののれん発生益 43 － 

  特別利益合計 70 － 

特別損失     

  固定資産売却損 － 0 

  固定資産廃棄損 7 40 

  特別損失合計 7 41 

税金等調整前四半期純利益 1,159 1,258 

法人税等 518 465 

少数株主損益調整前四半期純利益 640 792 

少数株主利益 4 △0 

四半期純利益 635 793 
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四半期連結包括利益計算書 

第１四半期連結累計期間 

   

 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 640 792 

その他の包括利益     

  その他有価証券評価差額金 269 312 

  為替換算調整勘定 147 △96 

  退職給付に係る調整額 － 91 

  その他の包括利益合計 416 307 

四半期包括利益 1,057 1,100 

（内訳）     

  親会社株主に係る四半期包括利益 1,049 1,101 

  少数株主に係る四半期包括利益 8 △1 
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

   

  

 

                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税金等調整前四半期純利益 1,159 1,258 

  減価償却費 434 457 

  負ののれん償却額 △1 △1 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） － △0 

  負ののれん発生益 △43 － 

  賞与引当金の増減額（△は減少） △749 △806 

  役員賞与引当金の増減額（△は減少） △54 △32 

  
退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額
（△は減少） 

26 14 

  退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － 66 

  受取利息及び受取配当金 △74 △75 

  支払利息 10 10 

  為替差損益（△は益） 12 1 

  固定資産廃棄損 7 40 

  固定資産売却損益（△は益） － 0 

  投資有価証券売却損益（△は益） △26 － 

  売上債権の増減額（△は増加） 804 2,027 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △329 △381 

  仕入債務の増減額（△は減少） △165 △178 

  未払消費税等の増減額（△は減少） △133 75 

  その他の資産の増減額（△は増加） △79 △132 

  その他の負債の増減額（△は減少） 533 154 

  小計 1,328 2,497 

  利息及び配当金の受取額 72 92 

  利息の支払額 △10 △10 

  法人税等の支払額 △1,177 △858 

  営業活動によるキャッシュ・フロー 212 1,721 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  
有価証券及び投資有価証券の取得による支
出 

△1,121 △1,437 

  子会社株式の取得による支出 △167 △3 

  
有価証券及び投資有価証券の売却及び償還
による収入 

1,975 600 

  有形固定資産の取得による支出 △594 △249 

  有形固定資産の売却による収入 － 239 

  無形固定資産の取得による支出 △20 △7 

  貸付けによる支出 △1 △4 

  貸付金の回収による収入 46 33 

  定期預金の預入による支出 △400 － 

  定期預金の払戻による収入 252 － 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △30 △830 
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                      (単位：百万円) 

                    前第１四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  借入金の返済による支出 △551 △2 

  長期借入れによる収入 50 － 

  長期借入金の返済による支出 △50 － 

  自己株式の取得による支出 △1,317 △1 

  配当金の支払額 △1,615 △1,481 

  少数株主への配当金の支払額 △1 △0 

  リース債務の返済による支出 △51 △55 

  財務活動によるキャッシュ・フロー △3,535 △1,541 

現金及び現金同等物に係る換算差額 63 △38 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,290 △688 

現金及び現金同等物の期首残高 16,073 11,025 

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の
増減額（△は減少） 

－ 531 

現金及び現金同等物の四半期末残高 12,783 10,869 
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(4)四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等） 

前第 1 四半期連結累計期間(自 平成 25 年４月１日  至 平成 25 年６月 30 日) 

①報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

      (単位：百万円)

報告セグメント 
  

オフィス機器 インダストリアル
機器 ＨＣＲ機器 

合計 

売上高       

外部顧客への売上高 5,378 8,596 902 14,877

 セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

― ― ― ―

計 5,378 8,596 902 14,877

セグメント利益又は損失(△) 1,124 △87 △65 971

 

②報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の 

主な内容(差異調整に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

③報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

(重要な負ののれん発生益) 

「ＨＣＲ機器」セグメントにおいて、当第１四半期連結累計期間に㈱カワムラサイクルのＡ種種類株式

の１株に満たない端数を全て取得しました。なお、当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当第

１四半期連結累計期間においては 43 百万円であります。 
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当第１四半期連結累計期間(自 平成 26 年４月１日  至 平成 26 年６月 30 日) 

①報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

      (単位：百万円)

報告セグメント 
  

オフィス機器 インダストリアル
機器 

ＨＣＲ機器 
合計 

売上高       

外部顧客への売上高 5,346 9,104 887 15,338

 セグメント間の内部売上高 
又は振替高 ― ― ― ―

計 5,346 9,104 887 15,338

セグメント利益又は損失(△) 1,084 234 △15 1,303

 

②報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の 

主な内容(差異調整に関する事項) 

該当事項はありません。 

 

③報告セグメントの変更等に関する事項 

前第３四半期連結会計期間より、従来「オフィス機器」に含めておりましたラベル事業を、会社組織の

変更に伴い、「インダストリアル機器」に報告セグメントを変更しております。 

     なお、当第１四半期連結累計期間の比較情報として開示した前第１四半期連結累計期間のセグメント情

報については、変更後の報告セグメントにより作成しており、前連結会計年度の第１四半期連結累計期間

に開示した報告セグメントと相違しております。 

 

④報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（のれんの金額の重要な変動） 

「オフィス機器」セグメントにおいて、Lighthouse(UK) Holdco Limited 及び Lighthouse(UK) Limited

の重要性が増したため、当第１四半期連結累計期間より連結の範囲に含めました。なお、当該事象による

のれんが 819 百万円発生しております。 
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